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鉄鋼生産に要するエネルギー原単位の国際比較（日本を 100 とする）2000 年
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2009 年 2 月17 日に成立した米国景気対策法（米国再
生・再 投資法）（American Recovery and Reinvest-
ment Act）1）による予算配分を受けて、あらたに研究グ





　米国景気対策法によりNIH には、2010 年 9 月まで
に 104 億ドルが配分される。その使用内訳は、82 億ド
ルが科学研究の支援に、10 億ドルが NIH 以外の研究
施設の建設・修繕・改良に、3 億ドルが共同利用の設
備や装置に、5 億ドルが NIH の建物や施設の建設・
修繕・改良に、4 億ドルが費用対効果の研究（Compar-
ative Effectiveness Research）に充てるとされている 3）。
　2009 年 3 月10 日の発表では、上記の104 億ドル中
の15 億ドル分についての研究資金支援の公募がなさ




　2009 年 3 月11 日には、NIH 以外の研究施設の建
設・修繕・改良に関する10 億ドルの支援グラントの募
集も開始された 5）。
　個別研究としては、2009 年 3 月 24 日に自閉症研究



















　2009 年 4 月13 日には、ブレークスルー研究や特別
で唯一のインフラの建設などを 2 年間で実施する、イ
ンパクトの高い大規模研究プロジェクトのためのグラン





2）　Supported by the American Recovery & Reinvestment Act of 2009, Grant funding opportunities, NIH：
http://grants.nih.gov/recovery/
3）　NIH’s role in the American Recovery and reinvestment Act ARRA）：
http://www.nih.gov/about/director/02252009statement_arra.htm
4）　Applications for $1.5 billion in Recovery act funds now available, NIH News （March 10, 2009）
5）　NIH announces American Recovery and Reinvestment Act funding opportunities, NIH News （March 11, 2009）
6）　Rising to challenge: NIH will use $60 million in recovery act funds to support strategic autism research, NIH News 
（March 24, 2009）
7）　Students and science educators to get boost from NIH ARRA initiative, NIH News （March 24, 2009）
8）　New NIH recovery act opportunity seeks to fund high impact, large-scale, accelerated research, NIH News （April 
13, 2009）
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トピックス2　インタフェー ス規格見直しによるSSDデータ転送の高速化
　2009年 3月、米国 Fusion-io 社は、データ転送速度が一般従来品に比べ 6～ 8倍になるSSD（Solid 
State Drive / Solid State Disk）を発表した。SSDは多数のNAND型フラッシュメモリから構成され、機
械的可動部を持たないことからデータアクセスまでの時間を短くでき、さらに高速データ転送・耐振性・
静寂性・省エネルギーなどの点で HDD（Hard Disk Drive）より優位にあると考えられるデータストレージ
















までの SSD は、HDD の代替として製品化された経緯








　これに対し、米国 Fusion-io 社はインタフェ スーの見
直しにより、データ転送速度が従来汎用製品に対して




　今回発表の SSD は、グラフィックボ ドー用として知











3）　SCSI Trade Association ロードマップ（2007 年版）：http://www.scsita.org/aboutscsi/sas/SAS_roadmap2004.html
4）　The Serial ATA International organization　“SATA in the News”：http://www.serialata.org/news/sata_in_news.asp
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
ᐕ2004 2008 2012䃨00.51.01.5䊂䊷䉺ォㅍㅦᐲ䋨䉩䉧䊋䉟䊃/ ⑽䋩 SSD with PCI ExpressSATAㅦᐲ䋨਄㒢䋩SASㅦᐲ䋨਄㒢䋩 SSD with SATA䋨ઍ⴫୯䋩䋨ⷙᩰ䊃䊧䊮䊄䋩図表　SSDのインタフェース依存による速度比較
SAS／SATAは規格発表年を、PCI─ExpressはSSD発表年をプロット
参考文献2）、3）、4）を基に科学技術動向研究センターで作成
注：RAID（Redundant Arrays of Inexpensive 
（Independent）Disks）とは、複数台のHDDを組み合わせ
るが外部からは 1 台のHDDのように利用できる技術。


































































































































































Ｔ─Ｎ（全窒素） mg／Ｌ １６．２４ １５．７１
Ｔ─Ｐ（全リン） mg／Ｌ ０．３７ ０．４４
Ｔ─Ｍn（全マンガン） mg／Ｌ ０．０００８ ０．０１９０
Ｄ─Ｍn（溶解性マンガン） mg／Ｌ ０．０００６ ０．０１５９




　2008 年から 5 年間にわたって、
1996 年に締結され 2005 年に発効
した気候変動枠組み条約京都議定
書に基づく第一約束期間に入った。




1990 年度に比べて 2005 年度には 
7.7% 増加した 1）。このため、政府
では、森林による CO2 吸収や京都
メカニズムによる CDM 注 1）や共同
実施を活用するとしても、2010 年
度に向けて排出量を基準年対比で
0.8 ～ 1.8% 削減する必要があると
している（図表 1）。
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図表 3　エネルギー転換部門および産業部門からのCO2 排出比率 
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図表 6　主要国・地域の鉄鋼輸出量（2007 年）
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消費量削減目標値 10% は、CO2 ガ
ス排出削減目標値 9 % に概ね相当
する。2008 年 10 月に発表された
当連盟資料によると、2007 年度
（2007 年 4 月～ 2008 年 3 月）は実



















































（26.8%）、CDQ 注 3）・TRT 注 4）・ 副
生ガス回収強化・蒸気回収強化な














位を 1990 年度を 100 として示すと




























図表 9　鉄鋼生産のエネルギー消費原単位推移（1990 年度を 100 とする）  
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図表 10　主要国の鉄鋼生産（高炉一貫製鉄プロセス）エネルギー消費原単位量の
比較（日本を 100 とする）　2000 年
図表 11　鉄鋼生産のエネルギー起源CO2 排出原単位の推移（1990 年度を 100 とする）
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図表 8　鉄鋼業のエネルギー消費量推移 
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されている。2007 年 3 月時点で
TRT については普及率 100% であ
る。 CDQ については普及率 85%
で、2010 年 3 月時点で 93% に達す
ると予想されている。
　現在検討されている諸対策の効
果は、2010 年で 1990 年対比 3.2%
のエネルギー消費削減効果がある
と計算されている。これらのうち、











業界は 5,900 万 t（1,180 万 t/ 年）の
クレジットを購入契約済みであり、
このうち国連 CDM 理事会に登録
されたクレジット数量は 4,100 万 t
（820 万 t/ 年）に達している。購入
済 み の 5,900 万 t は、1990 年 の
CO2 排出量の 5.7% に相当し、4,100




















































な ど が 主 な 内 容 で ある。CCS


































混 合 比 率 向 上（20% → 50%）を
狙った技術開発である（図表13）。
10年間の技術開発の成果により、















と、1990 ～ 2007 年度までに生産さ
れた高機能鋼材注 5）が我が国社会で
利用されることにより、2007 年度
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輸出されている高炉セメントによ
る削減効果（4,720 千トン）も加える









績 は、2005 年 度 は 450 万 千 ン、 













































































（Asia-Pacific Partnership on Clean Development and Climate ）
■用語説明■





























億トンとして、3.4 億トンの CO2 排
出削減が可能だったことになる。



















































協会では、Global Steel Sectoral 
Approach（GSSA）による鉄鋼業か
らの CO2 排出量削減を目指し、
2008 年 4 月からデータ収集作業を
開始している。
図表 15　IEAで試算されたBAT（利用可能な技術）による削減可能なCO2 量  
出典：参考文献12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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11  今後の地球温暖化問題の議論とセクトラル・アプローチ
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容量 100 万 m3 以上の 877 ダムに
ついてみると、2005 年現在で約 13















1.3 億 m3 にも及んだが、その後厳
しく規制されて、1989 年には 2200
万 m3、2004 年には 840 万 m3 に減っ
ている。海砂利の採取についても
禁止される傾向にあるが、2004 年
























































が 100 万 m3 以上のダムでは、総
容量の 30% 以上が土砂で埋まって



































































































































































1987 ਛ↰ፉ⍾ਐ 20051971-1991図表 5　遠州灘における海岸侵食の事例
参考文献13）を基に科学技術動向研究センターにて一部加筆修正

























































































































































排 出 す る 試 み が 始 ま っ て い る
（図表 8）。1 回あたりの排砂量は




















図表 7　旭ダムにおける排砂バイパス平面図ฯญ ᣩ䉻䊛᳓〝䊃䊮䊈䊦 2,350䌭 ๘ญ䋨⾂⍾ႍ䋩᳓〝䊃䊮䊈䊦ᢿ㕙 ᦨᄢㅢ᳓㊂ 140ণ/s 
参考文献24）を基に科学技術動向研究センターにて一部加筆
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参考文献30）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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